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●

 

直面する経済危機を乗り越えるとともに、我が国経済の底力を発揮するための、
デジタル新時代を見据えた中長期的な新戦略（09年～15年）

■

 

世界的な金融危機に伴う我が国経済の失速、クラウドコンピューティングといった革命的新技術の登場
など、３年前のIT戦略策定時には想定していなかった状況が現出。

■

 

情報通信技術の持つ問題解決力と即効性を生かして、直面する危機を乗り越えるとともに、古い行政シス
テムを抜本的に改革し、我が国経済の底力を発揮させるためには、情報通信をここで再度クローズアップ
し、根本的な情報通信政策の再編成に直ちに着手しなければならない。

■

 

米国（オバマ新政権）、英国、フランス、韓国等の諸外国では、現下の金融危機への対応策として、情報
通信に焦点をあてた新たな戦略を相次いで策定・検討している。

デジタル新時代に向けた新戦略の提唱

緊急性と将来性を兼ね備えた戦略の根本的な再編成が必要

●

 

上記戦略のうち、特に、全治3年の経済危機を克服するための3カ年緊急プランを
先行して策定

《新戦略の柱》

・

 

地方分権の推進にあわせた、世界一効率的な電子政府・電子自治体の構築

・

 

中小企業等の競争力強化と情報通信関連産業の国際競争力強化

・

 

すべての産業分野や国民生活において、誰もが安心かつ便利に利用できる情報を流通させる
ための共通基盤の実現

 

等
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これまでのＩＴ戦略策定の経緯

①医療、②環境、③ＩＴによる安全・安心な社会（災害対策等）、

④ITS、⑤電子行政、⑥IT経営、⑦豊かな生活（テレワーク等）、

⑧ユニバーサルデザイン社会（字幕放送の普及等）、

⑨インフラ、⑩安心できるＩＴ社会（情報セキュリティ対策等）、

⑪高度IT人材、⑫人的基盤づくり、⑬研究開発、

⑭国際競争力、⑮国際貢献

インフラから利活用へ

先導７分野でのＩＴ利活用の促進

①医療、②食、③生活

④中小企業金融、

⑤知、⑥就労・労働、

⑦行政ｻｰﾋﾞｽ

①インフラ

2005年のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境整備

・高

 

速

 

3,000万世帯

・超高速

 

1,000万世帯

②電子商取引、

③電子政府、

④人材

e-Japan戦略Ⅱ(2003年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略(2006年1月)

ＩＴによる構造改革力の追求

情報通信技術による社会

 課題の解決

2001年～ 2006年～ ～2010年

e-Japan戦略(2001年1月)

ブロードバンドインフラの整備

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家を実現
２０１０年いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵
を実感できる社会の実現

参考１

デジタル新時代に
向けた新戦略

・

 

3年前の策定時に比べ、インターネット
利用環境等が大きく変化

・

 

金融危機など現下の経済情勢を踏まえ、
情報通信による経済活性化が急務

2010年度を待たずに、
緊急対策(3年）を含む
新たな戦略の策定が必要

インフラ、電子商取引等
一部の目標を達成

４分野

７分野 １５分野



3

米英仏韓における情報通信戦略の動き

米 国

英 国

フランス

■英国は、本年１０月、ＩＣＴ分野の新行動計画”デジタル・ブリテン”の策定に着手（09年春に取りまとめ）
■ICT分野を「現下の金融危機に対応し、経済成長やグローバル市場での競争優位性を維持するための最重

要の分野」と位置づけ、そのテコ入れのためのブロードバンド基盤整備、コンテンツ市場活性化策等を検討

Peter Mandelson

 

ビジネス・企業・規制改革大臣のステートメント

“英国が通信・デジタル技術分野で世界のリーダーとしての地歩を固めることを政府として決定した。現在の金融・銀行危機に対し、
英国が最悪期を切りぬけ、上方転換に備えるため、デジタル・エコノミーはその中心に位置するものだ。”

Barack Obama 米国次期大統領

 

“デジタル時代に競争できるよう経済を再構築しよう。”（07年10月イリノイ州スプリングフィールドでの演説）

【出典】オバマ候補政策 Technology and Innovation (07年11月)

参考２

■オバマ新政権は、“技術・イノベーション戦略”を主要施策の一つと位置付け。
（施策例）

 

○ 全ての学校、図書館、世帯、病院を世界で最も進んだ通信インフラに接続
○

 

電子政府実現に向け、連邦政府全体を統括するＣＴＯ

 

(Chief Technology Officer) を指名
○

 

情報技術を活用した医療制度のコスト削減

■フランスは、本年１０月、包括的なデジタル国家戦略“デジタルフランス２０１２”を発表
■“２０１２年までにＧＤＰに占めるＩＣＴのシェアを６％から１２％へ倍増させる”（べッソン・デジタル経済

相）ことを目標

 

（注）全国民をブロードバンドネットワークに接続可能とする、デジタルコンテンツ制作へのテコ入れなど、

 

計154項目の施策を盛り込む。

韓 国

■韓国は、本年７月、イ･ミョンバク政権の情報通信産業政策となる“ニューＩＴ戦略”を発表。
■戦略の目標は、ＩＴの拡散による産業構造の先進化と社会問題解決とされ、①全産業と融合するＩＴ産業、

②経済社会問題を解決するＩＴ産業、③高度化するＩＴ産業、の３大戦略分野を選定。
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